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序章
　今、開発援助は新たな方向性を求められている。2000年にミレニアム開発目標
（MDGs）が採択されて以来、各国は試行錯誤しながら様々な形で援助を展開してきたが、
2007年の中間発表によれば、世界の諸地域では 2015年の目標達成は難しいとの見方が優
勢である。従って、各国がMDGsの目標達成を切に願うのであれば、それに向けた新し
い援助戦略が必要となる。そこで問題となるのは援助の効率性である。だが不幸にも、日
本の政府開発援助（ODA）はここ数年減少傾向にある。なぜなら、先進国は先の見通し
がたたない途上国に、これ以上自国の財政を切り崩して援助を与えることができないから
である。そのような状況に鑑みて、援助の効果を期待するにはどうすればよいのか。
　そこで近年、論じられているのが途上国ガバナンスである。IMFや世界銀行が行った
構造調整プログラムが失敗して以降、各先進国はその原因を、途上国ガバナンスのレベル
の低さに求めるようになった。つまり、ガバナンスのレベルが著しく低い途上国では、援
助を効率的に使うための障害が数多く存在するために、援助を提供する意味がないと結論
付けられるようになったのである。このような論理から、途上国ガバナンス論は一躍開発
の分野で最も重視される論点の 1つになった。しかし一方で、そのアプローチの仕方には
各援助機関によってかなりの差異が見られ、また十分に精緻化されていないために問題も
多い。そのような状況の中でMDGsの達成に向けて、先進国ドナーはどのような援助戦
略を展開するべきなのだろうか。
　この論文では、MDGsの現状を踏まえた上で、ガバナンス脆弱国家の現状を分析し、
それを各援助機関からのガバナンス支援と関連付け、今後日本がMDGsの 2015年の目標
達成に向けて取るべき援助戦略を、途上国ガバナンスの視点から考察する。
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1.　ミレニアム開発目標と現状
　2000年 9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットにおいて、147の国
家元首を含む 189の加盟国代表が 21世紀の目標として、国連ミレニアム宣言を採択した
（外務省ホームページ）。この宣言は、平和と安全、開発と貧困、環境、人権とグッドガバナ
ンス、アフリカの特別なニーズなどを課題として掲げ、21世紀の国連の役割に関する明
確な基準となった。それまでの開発援助の指針としては 1990年から主要な国際会議で採
択された国際開発目標が存在していたが、ミレニアム・サミットによって全加盟国が共通
の 1つの枠組みとしてミレニアム宣言を採択し、国際開発目標もこれに統合されたことに
より、ミレニアム開発目標（MDGs）が新たな開発援助の指針となった。
　MDGsには、2015年までに達成すべき 8つの目標と 18のターゲットが掲げられている
が、それらの目標の全てが、次の 3つの考え方に基づいている。すなわち、人間としての
尊厳を重視し、恐怖や欠乏からの自由を確立すべき、という「人間の安全保障論」、市場
経済の発展ではなく公衆衛生・インフラ・教育など、途上国の土台を担う部分の発展を促
進させるべき、という「社会開発論」、そして短期的ではなく長期的に、人間と社会の調
和を考慮しつつ開発を続けるべき、という「持続的な開発論」である。この背景には、
1980年から行われた、IMFや世界銀行による構造調整プログラムの失敗が挙げられる。
新自由主義という 1つのイデオロギーの下で、市場経済化、政府の縮小、効率重視による
民営化といった政策を行った結果、当初の見込みとは逆に、格差の増大や貧困人口の増加
を引き起こし、1997年のアジア通貨危機1）の原因ともなった。このような状況を是正する
ために、社会開発分野に焦点を当てた指針が、国連の宣言として採択されたのである。
　MDGsにはそれぞれの目標とターゲットには 2015年までに達成すべき確固たるゴール
が明記されている。それに関して、折り返し点である 2007年に中間報告が発表されたが、
そのいずれの目標においても達成率は芳しくない。国連の推計によると、諸地域では
2015年の達成は絶望的であるという見方が強い。
　ここでは各目標の現状についての分析は割愛するが、そこから浮き彫りになった点が 3
つある。第 1に、目標達成に向けて援助のニーズが存在している地域に援助投下の焦点を
当てなければならないことであり、各目標において達成率が悪いのはサハラ以南と南アジ
アである。第 2に、各途上国については、貧困という 1つの言葉で全てがまとめられてし
まう傾向にあるが、実際の状況はもっと複雑であり、教育・公衆衛生・機会均等・インフ
ラ等、途上国を悩ませている要素は多様なことである。ゆえに目標達成に向けて、各国そ
れぞれの要因を発見し、それらの解決に向けて援助を投下する必要がある。第 3に、目標
達成に必要な援助が十分ではないということである（UNICEF, 2007）。
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表 1　ミレニアム開発目標（MDGs）
1.　極度の貧困と飢餓の撲滅
  　・　 2015年までに 1日 1ドル未満で生活する人口比率を半減させる。
  　・　 2015年までに飢餓に苦しむ人口の割合を半減させる。
2.　普遍的初等教育の達成
  　・　 2015年までに、全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるように
する。
3.　ジェンダー平等の推進と女性の地位向上
  　・　 初等・中等教育における男女格差の解消を 2005年までに達成し、2015年までに全ての
教育レベルにおける男女格差を解消する。
4.　幼児死亡率の削減
  　・　 2015年までに 5歳未満児の死亡率（乳幼児死亡率）を 3分の 2減少させる。
5.　妊産婦の健康の改善
  　・　 2015年までに妊産婦死亡率を 4分の 3減少させる。
6.　HIV/エイズ、マラリアその他疾病の蔓延防止
  　・　 HIV/エイズの蔓延を 2015年までに阻止し、その後減少させる。
  　・　 マラリア及びその他の主要な疾病の発生を 2015年までに阻止し、その後発生率を下げ
る。
7.　環境の持続可能性の確保
  　・　 持続可能な開発の原則を各国の政策や戦略に反映させ、環境資源の喪失を阻止し、回
復を図る。
  　・　 2015年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を継続的に利用できない人々の割合
を半減させる。
  　・　 2020年までに最低 1億人のスラム居住者の生活を大幅に改善する。
8.　開発のためのグローバル・パートナーシップの推進
  　・　 開放的で、ルールに基づいた、予測可能でかつ差別のない貿易及び金融システムのさ
らなる構築を推進する。（グッド・ガバナンス《良い統治》、開発及び貧困削減に対す
る国内及び国際的な公約を含む。）
  　・　 最貧国の特別なニーズに取り組む。
  　・　 内陸国及び小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む。
  　・　 国内及び国際的な措置を通じて、開発途上国の債務問題に包括的に取り組み、債務を
長期的に持続可能なものとする。
  　・　 開発途上国と協力し、適切で生産性のある仕事を若者に提供するための戦略を策定・
実施する。
  　・　 製薬会社と協力し、開発途上国において、人々が安価で必須医薬品を入手・利用でき
るようにする。
  　・　 民間セクターと協力し、特に情報・通信分野の新技術による利益が得られるようにす
る。
（出所）外務省ホームページ　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
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2.　開発援助の国際的潮流
　率直に言って、現在の開発援助は窮地に立たされている。世界的に、「援助疲れ」とい
われる現象が見て取れるからである。援助疲れとは、ドナーである先進国が開発援助の予
算を捻出したがらない現象のことをいう。これは、80年代から続いた IMFや世界銀行に
よる構造調整プログラムが、途上国の改革に必ずしも有効ではなかったことや、その後の
開発援助が期待しうる効果を発揮しなかったことに原因がある。先進国でさえ自国内に多
様な問題を抱えているなかで、先の見えない途上国支援に集中することはできないという
のが彼らの論理である。
　国別の援助額と対 GDP比を図 1で見てみると、米国のみが大幅に援助を増加する傾向
にあることがわかる。
　これは米国の開発援助の特徴を端的に示している。例えば 2007年から 2009年にかけ
て、米国はアフガニスタンやイラクの復興支援のために多額の開発援助を提供した。この
ことからもわかるように、米国にはある特定の国に、しかも戦略的に援助を与えるという
特徴がある。その一方で、日本の ODAは継続的に減少傾向にある。概算ではあるが、09
年から 10年にかけても 7.9％の予算減少が推計された。このような継続的な ODAの減少
は世界的に見ても日本だけであり、援助不足という現状に照らすと、日本は国際的な流れ
に逆行している。かつて世界一の ODA大国といわれた日本の地位は、もはや見る影もな
い。
　現在、世界のドナー国には、GDPに占める開発援助の割合を 0.7％にしようという動き
がみられる。北欧諸国では年々援助額が増加しており、2009年には 1％を超える国も出て
きた。世界経済の影響を受けるため、年度によって多少の増減はあるが、ドナー各国には
この目標に向けて拠出を増加することが期待されている。
　表 2に示されるように、これらドナー各国による ODAの現状と軍事費を比較すると、
対 GDP比 0.7％という援助目標は達成不可能ではない。
　このように、MDGsの目標はドナー各国が GDP比 0.7％の援助拠出を達成できるとい
う試算にも関わらず、その数値までには程遠いというのが現状である。全会一致で採択し
たMDGsの目標達成を切に願うのであれば、ドナー各国はこの現状を理解した上で、新
しい援助のあり方を考えるべきであろう。
　この開発援助の現状と途上国の現状との間のギャップについての問題は、不足した援助
でいかに途上国開発を成功させるか、という援助効率の議論にもつながってくる。もちろ
ん、ドナー各国からの ODA予算の増額は必要ではあるが、その前提としての「援助疲
れ」の問題を解決するためには、ドナーに対して開発援助が途上国の抱えている問題を効
率的に解決していることを示さなければならない。また、紛争、内戦などの国内要因を抑
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止しつつ援助の効果を継続させるために、長期的な対応を取るべきである。このような考
えのもとで近年重要視されてきた要素が、ドナー側の問題ではなく途上国政府自身の問
題、つまりガバナンスである。
3.　脆弱国家が抱える問題点
　（1）　脆弱国家とガバナンスの定義
　開発援助の分野にガバナンスの議論が現れた理由は 2つある。1つは、構造調整プログ
ラム失敗後に、その非有効性の分析によって、途上国政府が責任を問われるようになり、
援助効率の向上を求める動きがあったことである。そしてもう 1つは、冷戦後に途上国に
よる内戦や紛争などの対立により、短期的ではなくより長期的な視点から、平和構築や復
表 2　 主要援助国の軍事費対名目GDP比（％）
2007 2008
日本 0.9 0.9
アメリカ 4 4.3
イギリス 2.4 2.5
フランス 2.3 2.3
イタリア 1.7 1.7
ドイツ 1.3 1.3
カナダ 1.2 1.3
スウェーデン 1.4 1.3
ノルウェー 1.5 1.3
（出所） SIPRI, Military Expenditure Database.
35000
（出所）OECD StatExtractsより筆者作成。
図 1　主要援助国のODA実績の推移（支出純額ベース）
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興支援のニーズとともに、途上国のガバナンス向上の必要性が出てきたことである。これ
ら 2つの潮流は、90年代頃から各援助機関に対し、今までの援助の在り方を見直す機会
を与えた。そのなかで出来上がった 1つの重要な要素が、「グッドガバナンス（良い統
治）」という考えであり、MDGsにもこの発展促進が謳われている。
　ガバナンスの定義は確定されておらず、各援助機関によってその捉え方は異なるが、世
界銀行の定義によればガバナンスの構成要素は 4つある。すわなち、法の支配・政府の透
明性・説明責任・市民社会の参加であり、欧米の普遍的な民主主義モデルに基づくもので
ある（WorldBank, Governance）。そして、これらの要素が良好であることがグッドガバナン
スであり、比較的弱い途上国が脆弱国家2）といわれる。
　（2）　ガバナンス脆弱国とその問題
　脆弱国家においては一体何が問題になるのであろうか。コリアー（2006）は世界で最も
貧しい生活を強いられている人々を、「最底辺の 10億人」と名づけたが、一般的に彼らが
暮らしている国家においては、そのガバナンスの脆弱性が広く認められており、貧困とガ
バナンスの脆弱性の間には何らかの関係性があると思われる。この節では脆弱国家が抱え
ている問題を、ガバナンスの視点から考察する。
　（3）　ガバナンス脆弱性と援助費割合の問題
　最底辺の 10億人が暮らす国のほとんどは脆弱国家である。これらの国は、自国の能力
によって産業を活動させ、経済的価値を生み出す能力を持っていないため、不足部分をド
ナーからの援助で補完することになる。しかし、その割合が問題である。経常支出に占め
る援助額比率は、途上国全体でおよそ 20％にもなり、主要な被援助国では支出のほぼ全
てが援助で賄われている。
ブルンジ
図 2　主要被援助国における経常支出に占める援助額の割合
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（出所）IMF（2009）, The Implications of the Global Financial Crisis for Low-Income Coun- 
tries, p. 32.
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　このような状況は途上国にどのような影響を与えるだろうか。まず、支出の多くが援助
によって賄われている脆弱国家では、相対的に税率が低くなる傾向が見られる。これは、
税収として国民から財の回収を行わなくても、ドナーからの援助費で運営が可能になって
しまうためである。その結果、援助が届くべき場所に届かなくなるという状況や、国民か
らの政府に対するアカウンタビリティーの要求が生じにくくなる、という負の現象が見ら
れる。
　（4）　汚職の問題
　ガバナンス脆弱国は一般的に、行政の管理能力も著しく低いことが多い。その中で問題
となってくるのが汚職である。汚職は途上国だけでなく先進国にも見られる問題である
が、途上国のそれは先進国の比ではない。例えば、マルコス統治下のフィリピンでは、そ
の汚職総額は国家予算の 20％以上に上ったという推計があるが（黒岩、2004、p. 34）、これ
は氷山の一角に過ぎず、その全貌は明らかにされていない。行政の管理能力の欠如によっ
て、国家予算が使われるべき場所まで届かない、またドナーからの援助を自らの私的財に
してしまうという、発展を阻害する現象がほとんどの脆弱国家で見られる。
　それだけではなく、汚職は対外投資の減少の誘引にもなりうる。図 3が示すように、
「汚職抑制」の値（縦軸）と、ネット FDI（対外直接投資）流入額（横軸）の間には、わ
ずかではあるが相関関係が見られる。
　グローバル化が進展する世界においては、民間セクターの発展による国内他部門への波
図 3　ネット FDI 流入額と汚職抑制の関係
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（出所）Unctad Stat, WordBank Governance Indicatorより筆者作成。
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及効果は凄まじい。この点に関して、途上国は成長促進の 1つの要素として、対外投資を
利用すべきである。グローバル化の進展は止めることができない。これに抗うのではなく
どのように発展に利用するのかを考えるべきであろう。だが投資家にとって、ガバナンス
脆弱国は簡単に資産の投下を決断できる範疇にない。汚職の氾濫は予期せぬコストの発生
を生むために、投資家を途上国から遠ざける。民間セクターが脆弱な途上国にとって、対
外投資の促進は絶対的に必要な問題であるが、ガバナンス脆弱国では対外投資を呼び込む
ことができない。
　（5）　公共財の問題
　ガバナンス脆弱国では、国家から国民に対し、安全保障を確立するための公共財が提供
されていない。国民は国家から何らかのサービスとしての公共財を受けることができない
ため、人間の安全保障を確立することができず、それが飢餓や内戦の引き金になってしま
うことがある。このような状況はガバナンスが健全な先進国では稀であるが、脆弱国家に
おいては頻繁に発生し、貧困のループを構成する 1つの要素となっている。
図 4　民主制と独裁制における政党と有権者のモデル
（出所）Bueno De Mesquita, Bruce（2009）, Principles of Inter-
national Politics, p. 3.
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　この状況は図 4に示されるように、モデルによって説明することが可能である。2つの
うち、上の楕円は典型的な民主主義国家モデルであり、下はそれと相反する独裁国家モデ
ルである。図中のWは winning coalition、すなわちここでは「政権政党」であり、Sは
selectrate、つまり選挙権限を持った国民である。民主主義モデルでは、独裁国家モデル
より大きいWを持っている。これは民主主義の原則の 1つである多党制を表しており、
権力の集中が行われないように、政党間の競争があることを示している。その一方で、独
裁国家モデルではWがより小さく、これは一党独裁によって権力の集中が行われている
状態を意味している。
　ここから何を読み取ることができるだろうか。民主主義国家では政党が複数存在するた
めに、各政党の指導者は、一国の指導者に選出されるためにより多くの国民の支持を取り
付けなければならない。その際、国民にアピールできる要素が公共財である。民主主義国
家では国民が政党を選出する権利を有しているために、彼らにとってより有利な公共財の
提供主を国の指導者に据えることを望むことになろう。他方、独裁国家では権力が集中
し、政党の数が一つか限りなくそれに近い状態なので、政党の指導者は政権を維持するた
めに国民全体の支持を得る必要がなくなる。代わりに、自分が属する政党に私的財を供給
することで政権を維持し、それが長期の独裁体制に繋がる。そのため、民主主義国家では
供給されていた公共財が、独裁国家では指導者から供給されなくなる。民主主義国家と独
裁国家では公共財の必要性に差異が存在するのである。
　一般的にこれまでの歴史を振り返ってみると、特に 1980年代の東南アジアの独裁・専
制国家では、市民社会の拡大によってその政権に終止符が打たれた。ここからわかること
は、独裁国家の指導者は政権を維持するため、その領域内で生活する市民社会の形成を常
に気にかけなければならないということである。市民社会の発展は政権の崩壊をもたらす
恐れがあるので、その発展を促進するような公共財は提供しないほうが、彼らにとっては
都合が良いのである。
　国際政治において公共財とは、一般的に安全保障を指す。今まで見てきた通り独裁国家
では、その公共財の提供が恣意的に行われていない。そのため、国民が悲惨な状況にあっ
ても、無視された状況にある。彼らは恐怖や欠乏から逃れることができず、人間の安全保
障を確立できないでいる。
　（6）　脆弱国家と貧困
　これまで見てきたように、脆弱国家においては援助依存、汚職、公共財等、多様な問題
が組み合わさって、自国の発展状況を著しく低下させている。ガバナンスの脆弱性と開発
の間にはどのような相関性が見出せるであろうか。前述の分析に鑑みると、脆弱国家であ
ればあるほど貧困にあえぎ、国の未来を担う人的資源の開発にも力を注いでいないことが
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わかる。また、購買力平価で 1日 1.25US$以下で暮らす人々で占められている国、と定
義されている絶対的貧困国家のほとんどにも、ガバナンスの脆弱性が見られる。
　しかし、ここで 1つ疑問が残る。東アジアの奇跡と呼ばれた、各国の強権的な開発独裁
体制をどう説明すればよいのだろうか。開発独裁体制とは 1980年代頃、おもにアジアで
見られた、経済的発展のためには政治的安定性が必要だとして国民の政治参加を拒否し、
国家主導で開発を行った政治体制のことである。例として韓国の朴正煕、タイのサリッ
ト、シンガポールのリー・クアンユーなどが挙げられる。彼らは「アジア的価値」3）を標
榜することで、欧米の民主主義の受け入れを否定し、トップダウンによる開発を遂行し
た。結果的にこれらの試みは経済的には成功し、1993年には世界銀行により「東アジア
の奇跡」と称されるまでになった。しかし一方で、欧米的な民主主義の観点からいえば彼
らの政策は抑圧的であり、現在のガバナンス脆弱性の基準はクリアできていないように思
える。
　今現在、これらの開発独裁は、いわゆる People’s powerによって倒されたが、マレーシ
アやシンガポールではいまだに権威主義的4）な開発が国家によって行われている。良質な
ガバナンスが経済開発を促進するという前提にたてば、東アジアの奇跡の事例はその反証
になっているのではないだろうか。この点は、世銀が結論付けたガバナンスと経済発展の
間の因果関係に疑問を投げかけるものだ。このように考えると、現在、日本以外のほとん
どの援助機関が行っている援助政策、つまり政治的コンディショナリティ付与の正統性が
問われることにもなる。
　また、その因果の方向も確かではない。つまり、ガバナンスの脆弱性が貧困を発生させ
るのか、それとも貧困がガバナンスの脆弱性を発生させるのか、が不明である。因果関係
が成立するためには、Aから Bが正であり、逆方向では成り立たないという法則性がみ
られなければならない。ガバナンスの脆弱性と貧困の間にはまぎれもなく関係性が見て取
れるが、因果の方向はどちらなのであろうか。この疑問に対し、私は両者の補完性を指摘
したい。その 2つの要素は相互に補完しあい、1つの大きな問題を作り出しているのでは
ないだろうか。絶対的貧困にあえぐ脆弱国家では、人的資源の開発がおろそかになる。人
間としての基本的なニーズを満たせないため、政府のなすがままになりがちである。この
ような状態では内戦やクーデターのリスクが高まる。そのため、政府は国民に対し圧力を
高める必要に駆られる。最終的にそれが加速していくと、ガバナンスの脆弱性へと繋がっ
ていく。無論、この点に関して国民は声を上げることもできない。またガバナンスの脆弱
性がみられる国家では、人間の安全保障を確立するための公共財を提供することを拒む。
指導者は独裁的になり、一部の側近は私腹を肥やしていく一方で、国民は私的財の一部と
して搾取される運命になる。最終的には貧困のループから抜け出せず、それが発生させる
二次的な破壊要素、つまり内戦や民族対立、疫病などによってますます発展に逆行する方
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向へと向かっていくのだ。
　以上のように、ガバナンス脆弱性と貧困の間には因果関係ではなく、強い相関があると
考えられる。これまでの事例研究では、良いガバナンスが経済発展を促進し、ガバナンス
脆弱性が貧困を発生させるという因果関係を作り出すと結論付けることができない。これ
らは別々の異なった要素ではなく、両者が補完しあうことでより一層の開発阻害要因とな
っていくのだ。貧困がガバナンスの脆弱性を悪化させ、ガバナンスの脆弱性が貧困を作り
出していく。ガバナンスの脆弱性は経済発展の阻害要因になるうるが、良いガバナンスは
必ずしも経済発展を促進しない。そのため、政治的評価によってガバナンスの脆弱性を指
摘し、援助のコンディショナリティとして改善を求めるやり方には疑問が残る。MDGs
の目標達成のためには、新しい観点から援助を提供する必要があるのではないか。
4.　これからのガバナンス支援
　以上のような脆弱国家における問題点と支援のあり方についての考察を踏まえて、この
論文のまとめとして、脆弱国家のガバナンスと関連付けた、MDGs達成のためのこれか
らの援助の指針に関して、筆者の主張を述べる。
　（1）　普遍的民主主義への疑問
　すでに述べたように、現在想像しうる「民主主義」とは、欧米の普遍的民主主義的な考
え方がもとになっている。当然、援助機関が「ガバナンスの改善」を指示する際には、こ
の普遍的な民主主義が適用される。この概念には、議会政治、選挙政治、民衆の政治参加
などが含まれる。だが、果たしてこのような「欧米」が意図的に作り出した概念は、脆弱
国家において問題なく機能するのであろうか。このような疑問に対して、民主主義の守り
神である米国は、自信満々に「イエス」と答えるだろう。だが、この問題に関しては客観
的に状況を把握することが求められているのではないか。
　民主主義をガバナンス脆弱国家に関連付ける場合、準備・適用・定着という 3つのフェ
ーズにわけて考えることができる。準備のフェーズでは、民主主義導入の前段階としての
国家建設を行う。脆弱国家では政府から公共財の提供が行われていないため、国内外での
紛争問題が後を絶たない。そのため、このフェーズでは平和構築支援を行い、荒廃した国
家に対し、平和を維持する機能を回復しなければならない。2つ目の適用フェーズでは、
フェーズ 1によって先進国主導で平和を維持した状態の下で、本格的に民主主義的機能を
途上国政府に導入する。これには法曹支援、警察支援、各種の研修の提供というミクロ的
視点の内容と、議会政治導入、国民の政治参加、地方分権化政策などのマクロ的視点の 2
つが存在する。最期の定着フェーズでは、その導入後の進捗状況を逐次先進国が監視して
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いく。これには途上国政府から援助機関への各種報告書や、先進国による選挙監視が含ま
れる。
　このように 3つの段階にわけることで、脆弱国家に対して、現在の先進国がとっている
ガバナンス支援の偏重が浮き彫りになる。援助機関が「ガバナンス支援」を行う場合、ほ
とんどはフェーズ 1と 2を指す。例えばフェーズ 1においては、米国のイラク・アフガニ
スタンの掃討作戦が思い浮かぶ。既に述べたような、各援助機関のガバナンス支援アプロ
ーチはフェーズ 2に該当する。このように考えると、普遍的な民主主義への過信がみえて
くる。例えばイラクやアフガニスタンでは、米国の掃討作戦に伴って内戦が勃発し、民間
の死傷者を数多く出し、国家の運営能力を著しく弱める結果となった。そのうえ、未だに
目標とする効果があがっていない。また、外見にのみこだわった、脆弱国家による「形だ
けの」選挙は、結局不正により独裁が存続するか、もしくはそれを良く思わない候補によ
る反発が、「暴力」として具現化され、国全体に悪影響を及ぼすという研究結果もある
（コリアー、2009）。
　脆弱国家では見せかけの民主主義は機能しないどころか、さらなる悪影響を及ぼす。外
見だけにこだわった欧米の普遍的民主主義の導入が、「グッドガバナンス」であると評価
されるとしても、それは脆弱国家ではうまくいかない。開発独裁を遂行した東南アジアの
指導者達によって主張された「アジア的価値」は、欧米の援助機関によって一蹴され、
「人権問題を正当化する」として激しく非難された。しかし、果たしてそれは正しかった
のだろうか。確かに民主主義は、長期的な視点で国家を運営するために必要な要素である
ことは間違いない。だが、「地域の価値観」を無視し、上から強制的に欧米の価値観を植
えつけるのでは、逆に脆弱国家の状況を悪化させるだけである。
　そのため、援助機関は脆弱国家が抱えている状況を詳細に分析した上で、長期的な視点
に基づいてガバナンス支援を展開する必要があるだろう。フェーズ 3の「民主主義の定
着」までを改革の目標に据えることが重要である。この点に関して、日本の支援内容は有
用であると思われる。ソフトな支援では行動が制限されてしまうが、他の援助機関との協
調関係を模索し、「定着」までを視野に入れた支援を推し進めることができる、と考えら
れるからである。脆弱国家の価値観を無視せず、定着までを視野に入れた支援を展開する
ことが必要である。
　（2）　脆弱国家のオーナーシップとパートナーシップ
　被援助国家のオーナーシップを尊重した、ドナーとのパートナーシップ関係は近年議論
が活発にされているが、その実行は難しいようである。それは、簡単に言えば、被援助国
が自助努力によって開発を推し進める段階まで機能を回復させるのがドナーの役目であ
る、ということである。長期的、一方的なドナーからの支援は途上国政府と援助機関との
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間に依存の関係を構築してしまう。また、ドナーからの一方的なガバナンス支援は、途上
国政府の自立を阻害してしまうため、短期的な解決にはなっても、長期的には開発への波
及効果を及ぼさないことがある。そのような状況に陥らないためにも、ガバナンス支援は
被援助国のオーナーシップを尊重した内容であるべきなのである。
　この議論に関して、現在推し進められている政策は 2つある。1つは、世銀が途上国政
府に参加型プロセスに基づいて作成させる「貧困削減戦略文書」で示された政策である。
それによれば、途上国政府は自らの開発戦略を決定することができるため、各援助機関が
途上国政府のオーナーシップを尊重できる。もう 1つは、援助機関の協調関係を構築す
る、「セクター・ワイド・アプローチ」である。脆弱国家においては 1つの開発分野が、
その他複数の分野と複雑に絡み合って相互に悪影響を及ぼしていることが多い。そのた
め、援助機関が事前に集まって戦略を決定することは大変有用であるといえるだろう。
　このように、新しい援助アプローチによって、オーナーシップとパートナーシップの確
立を目指す動きが見られる。上記のように、途上国政府のオーナーシップを尊重する援助
を展開する場合、途上国と先進国のパートナーシップではなく、先進国同士の関係も強調
されなければならない。特にガバナンス支援という、途上国政府のオーナーシップに直接
結びつく内容においては、相手のニーズを正確に把握するために、これらの関係を明確化
する必要があるだろう。
　（3）　国際公共財と安全保障の提供
　脆弱国家において、国民が人間の安全保障を確立するための公共財は政府から供給され
ない。国の指導者は、公共財ではなく私的財を駆使し、その椅子に長期間居座ることで独
裁化が発生する。彼らはその椅子に座るために国民の支持を得る必要がないため、公共財
の提供を気にかける必要がないのである。また、ほとんどの脆弱国家においては、国家の
規模が驚くほど小さい。公共財を測る尺度の 1つに経済が挙げられるが、ヨーロッパの小
国であるルクセンブルクの国民所得でさえも、一般的な脆弱国家の 4倍にも達する。規模
の小ささは公共財の外部性を内部化することを妨げる。そのため、ある公共財、例えば発
電所や交通インフラなどを全般的に内部化することができず、ある域内での提供にとどま
ってしまう。従って、それ以外の場所で生活する国民に対しての公共財ではなくなり、結
果的に人間の安全保障を構築することができなくなる。
　以上述べたように、脆弱国家においては国民が安全保障を享受できないため、ドナーが
何らかの政策によって、その供給を担う必要がある。しかしドナーによる肩代わりは、一
時的なものであるべきだ。あくまでも途上国が自らの力で安全保障の供給ができるように
なるまでの暫定的な措置として捉えられるべきである。
　それでは具体的にドナーは何ができるだろうか。私はこれに関し、ドナーらが脆弱国家
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に対して国際公共財を提供することにより、安全保障の確立を促進することを提唱した
い。先進国にとっての公共財創出の重要な前提はチェック・アンド・バランスにある。互
いが互いを監視することで、より高い社会的厚生を生み出すことになり、結果、質の高い
安全保障が確立できる。ドナーらは、直接的に脆弱国家内部を変革することで自立を阻害
するのではなく、あくまでもこのチェック・アンド・バランスの確立・強化を一時的に支
援するべきだ。
　この政策は 2つの段階に分けられる。1つは脆弱国家密集地、例えばサハラ以南のアフ
リカ諸国に対し、相互協力関係を構築することである。既に述べたように、脆弱国家では
規模の経済が著しく小さいため、公共財を内部化することができない。そのため、ある国
民はそこから疎外されることとなる。この点に鑑みると、脆弱国家は相互協力を構築する
ことで、安定した公共財の供給が可能になるといえる。また、独裁的な政権が、相互監視
の目に晒されることは説明責任の誘発を促す。脆弱国家において最も重要なパラドックス
は、規模経済が極端に小さいにも関わらず、周辺諸国との相互協力を行っていない点であ
る。ヨーロッパやアジア各国の歴史を見ても、争いと同じだけ協力関係が確認できる。互
いの協力関係によって、脆弱国家においてもチェック・アンド・バランスを機能させて、
公共財の外部性を国家全体に内部化することが可能となる。従って、脆弱国家は相互協力
を行わないというジレンマを打破し、それを構築することは有用であると言えよう。
　もう 1つは、ドナー各国による国際公共財の提供と、脆弱国家相互協力の支援体制の確
立である。確かに途上国の相互の協力関係はなくてはならないものである。だが現実に、
脆弱国家の歴史の中で、それが行われていないことは既に説明した。そのため、これに対
する支援をドナーらが行い、脆弱国家が自分らで公共財の供給が行えるようになるまで、
一時的な国際公共財として安全保障を提供する必要性がある。この国際公共財の役割は、
あくまでもドナーらが脆弱国家の相互協力を支援するにとどめ、欠落した部分だけをドナ
ーが行うという補完性の原則に従う必要がある。一方で、ドナーらは保護する責任を有し
ている。何故なら、脆弱国家においてはその政府が国民を保護する義務を負っているが、
その義務を果たせない場合には主権を主張できないため、ドナーがそれを肩代わりする必
要があるからである。
　相互協力の一例として、2002年より開始された、アフリカン・ピア・レビュー・メカ
ニズム（APRM）が挙げられよう。これは、アフリカ各国が政治、経済、民間企業活動
（コーポレート）におけるガバナンスについて相互に評価し、経験を共有し合うためのメ
カニズムである。現在ではアフリカ諸国のガバナンス向上にも効果的として、ドナーらの
支援を受けている。この制度によって、アフリカ諸国はドナーの支援を受けながら、自国
が抱えている問題を詳細に分析し、それを周辺国家と共に協議し、これからの戦略を共有
するのだ。この制度によって、脆弱国家は補完性の原則に従った支援をドナーらから受け
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ることが出来る一方、相互協力を確立し、公共財の提供が可能になる。
　以上のように、ドナーらが行う国際公共財としての制度作りは、脆弱国家の安全保障の
確立に非常に重要なインプリケーションを持っているといえよう。しかし、これはあくま
でも補完性の原則の下で行われるべきであり、一時的であるべきだ。長期的な視点で制度
を運営し、その目標は自立であるということを履き違えてはならない。その意味では、
（2）で述べた、「オーナーシップとパートナーシップ論」と並行して進められなければな
らない。
結論
　これからの援助の在り方を考える際に、もはやガバナンスの議論は無視することはでき
ない。MDGsという、人類にとって画期的な目標を掲げた以上、その目標を目指すのが
全ドナーの役目であり、義務である。そのために、ガバナンスの改善という視点から、脆
弱国家を最大限尊重したアプローチの構築が、ドナーに求められている。
　貧困は人災である。そしてその人災の一因はグローバル化にあり、その中心にいるのは
先進国である。多様なアクターが介在するグローバル化の波は、無差別にすべてを取り込
んでしまう。そこから逃げることはできず、それを無視することもできない。だがその中
では、無差別な競争が行われているため、ある一定の能力を持った組織や国家しか、利益
を享受することができず、それ以外のものはゼロサム・ゲームの犠牲者とならざるを得な
い。グローバル化のこのような特徴のために、現在逆境に立たされている途上国はそれを
否定し続けるのではなく、その逆境の中でどう立ち振舞うかを重視すべきである。つま
り、逆にいえば、グローバル化の波の中で、それに耐えうる環境を構築する支援をすべき
であるという認識が、先進国に必要なのである。その際、重要となるのが「国際協力」で
あろう。途上国が、自助努力によって国家を運営できるようになるまでの、限定された協
力関係は、ビジネスやその他の利益を最大化することに付随する行動では達成されないだ
ろう。自助努力によって自立的に国家を運営できるようになった後は、支援した先進国と
の間に、新しい協力関係を構築できるかもしれない。従って、「国際協力」としての援助
の一要素であるガバナンス支援も、途上国の自助努力の尊重という認識を念頭に置いて展
開されなければならない。
　このような視点に立って、「開発援助のための制度作り」を先進国ドナーが構築してい
く必要があるだろう。開発援助論のフィールドでは、何かと視点が被援助国に向けられが
ちであるが、MDGsの達成、またそれに付随するガバナンス支援の分野では私たちの考
えを改める必要がある。「援助疲れ」の問題を払拭するためにも、このような視点から長
期的に考えることで、開発援助の分野における先進国と途上国の間のジレンマを解決でき
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るかもしれない。
注
 1）　アジア通貨危機とは、1997年 7月にタイでの通貨下落がもとになった勃発した、東アジア各国の
通貨危機のことである。東アジアの約半数の国で為替相場が 50％強も減価し、資本の逃避と対外債
務負担の急増に襲われた。
 2）　脆弱国家に関しては、その定義、課題、支援のあり方などについて、ケーススタディを含めて論
じている、稲田十一編（2009）も参考になる。
 3）　アジア的価値とは、アジアにはそこにおける多様性から、アジア特有の価値観があり、したがっ
て欧米の価値とは共有されず、その侵食に対して否定を主張する考えである。
 4）　権威主義とは、非民主的思想や運動の総称であり、政治権力が 1人またはごく少数の人間によっ
て独占されている状態のことである。
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